
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
宮崎県 延岡市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

134,428
867.99

31,116,610
58,158,783
56,859,095

995,599

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.53]

類似団体内順位

28/39
全国市町村平均

0.56
宮崎県市町村平均

0.37
0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

0.46

1.54

0.730.710.69

H20H19H18H17H16

0.53

0.510.49
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [110,571円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.61人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.7%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [137.4%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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給与水準
   （国との比較）
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公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

延岡市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

【財政力指数】
　人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（平成20年末26.6％）に加え、景気低迷による個人・
法人関係の減収等により、類似団体平均を下回っている。引き続き、歳出の徹底的な見直し、市
税の徴収強化等の取組みを通じて、財政基盤の強化に努める。

【経常収支比率】
　行財政改革の取組み等により、人件費や物件費の削減を図ってきたが、福祉関係経費の扶助
費や繰出金等の増加により、類似団体平均を上回る比率となっている。今後も市税の課税客体
の把握に努めながら、使用料等も含めた収納率向上を図り、自主財源を確保するとともに、行財
政改革による職員数の削減等により、比率の抑制を図り、安定的な財政基盤の確立を目指す。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　道路維持管理業務の民間委託や市費学校技術員の配置見直し等、事務事業の整理合理化を
進めてきたことにより、類似団体と比較しても適正なものとなっている。今後も行政責任を堅持
し、市民サービスの低下をきたすことのないよう十分配慮しながら、民間活力の導入を進めてい
く。

【ラスパイレス指数】
　これまで数次にわたる是正の結果、逓減傾向に推移してきており、今後とも各種手当を含む給
与制度について、国・県や他団体の状況等を踏まえながら適切に対応していきたい。
　
【将来負担比率】
　類似団体平均をやや上回っているが、前年度と比較すると5.1％減少している。その主な要因と
しては、下水道事業会計における平成19年度の下水道使用料の料金改定による一般会計繰入
金の減少や普通交付税の増額に伴う標準財政規模の増額等によるものである。今後も人件費
の削減や経費節減を中心とした行財政改革を進め、財政の健全化に努める。

【実質公債費比率】
　前年度に比べて、0.6％ポイント減少している。下水道事業会計において、平成19年度の下水
道使用料改定に伴う影響による一般会計繰入金の減少や普通交付税の増額に伴う標準財政規
模の増額等が主な要因である。

【人口千人当たりの職員数】
　これまで４次にわたる行政改革で200余名の職員削減を行い、職員数の適正化を図ってきたと
ころであるが、平成17年度・18年度の３町との市町村合併に伴う職員数の増加により人口千人
当たりの職員数は類似団体の平均値を上回っているところである。
　現在は平成17年度から実施している第５次行財政改革（平成17年度～平成21年度）において
120名の職員削減を掲げ、一般ごみ収集の民間委託（平成18年度）、道路補修業務民間委託（平
成19年度）及び下水処理場包括民間委託（平成20年度）などの民間委託の推進や、事務事業の
見直しに取り組んでおり、引き続き適正な定員管理と効率的な行政運営に努めていく。


